
＊キャンペーン期間中、当社にて新規に証券口座を開設、及び
キャンペーン対象商品を累計50万円以上ご購入頂いたお客様
及びそのご紹介者さまへ、証券口座にそれぞれ3,000円をプレ
ゼントいたします。

＊本キャンペーンの集計はキャンペーン期間中の口座開設日を含
む90日以内のご購入（約定ベース）の合計で行います。

＊証券口座へのプレゼントは、ご購入合計が条件を満たした時点
の翌月20日を予定しています。

＊ご紹介者さまは、当社に証券口座をお持ちの方に限ります。
＊プレゼントの入金時に口座閉鎖のお手続きをされている場合は、
プレゼントの対象にはなりません。

＊以下の場合は本キャンペーンの対象外です。
・当社の役職員及びその家族の口座
・未成年口座及びジュニアNISA口座

＊証券口座の開設には審査がございます。当社に書類到着後、
一週 間程度の時間を要します。審査の結果、口座開設をお断
りすることがございます。

＊プレゼントは課税対象となる場合があります。詳細は所轄税務
署等にご相談ください。

＊キャンペーンの内容につきましては、期間中であっても、予告な
く変更する場合がございます。

＊リスク・手数料等の詳細につきましては裏面をご覧ください。



リスクについて 

＜株式＞株価相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動等により損失を生じる恐れがあり

ます。 

＜信用取引＞信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことができることから、時として多額の損

失が発生する可能性を有しています。その損失額が、差し入れた委託保証金の額を上回る恐れがあります。

＜投資信託＞投資信託は、主として国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とすることから、

当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等やその他の事情により基準価額が変動します。した

がって、株価変動リスク・金利変動リスク・為替変動リスク・カントリーリスク・信用リスク・流動性リス

ク等により、損失が発生する恐れがあります。 

＜株価指数先物・同オプション＞対象とする株価指数の変動により損失を生じる恐れがあります。加えて、

建て玉の代金と比較して少額の委託証拠金で証拠金を上回る取引が可能であり、株価指数の変動により損失

の額が委託証拠金を上回る恐れ（元本超過損が生ずる恐れ）があります。 

手数料について 

＜株式＞①国内株式は最大で約定代金の 1.265％（なお、最低は 2,750 円。但し、特例措置として売却代金

5,000 円未満の場合は売却代金の 55％）。 

②米国株式は、売却代金に対して Transaction Fees(取引所税)0.00221％が必要となるほか、売買当日の当社

為替レートにて換算した金額に対し、国内手数料が最大 1.265％かかります（なお、最低は 2,750 円。但し、

特例措置として売却代金 5,000 円未満の場合は売却代金の 55％）。 

③中国株式は、現地手数料として香港市場では最大で外貨建て約定代金の 0.25％（最低 50香港ドル）、上海・

深セン市場では最大で同 0.5％が必要となるほか、さらに印紙税、取引所税等を加算した額を売買当日の当社

為替レートにて換算した金額に対し、国内手数料が最大 1.265％かかります（なお、最低は 2,750 円。但し、

特例措置として売却代金が 5,000 円未満の場合は売却代金の 55％）。 

＜投資信託＞投資信託のご購入の際には、ご購入金額に対して最大 3.85％の販売手数料がかかります。 

投資信託のご換金時に直接ご負担いただく費用として、ご換金時の基準価額に対して最大 0.3％の信託財産留

保額をご負担いただく場合があります。 

投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用として、国内投資信託では、信託財産の純資産総額に

対する運用管理費用である信託報酬の最大 2.53％の他、運用成績に応じた成功報酬やその他の費用をいただ

く場合があります。また、外国投資信託でも同様に、運用会社報酬等の名目で、保有期間中に間接的にご負

担いただく費用があります。 

投資信託は、個別の銘柄ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なりますので、

ご投資に際しては目論見書や契約締結前交付書面等をよくお読みください。 

＜株価指数先物・同オプション＞①株価指数先物は最大で約定代金の 0.088％、②株価指数オプションは最大

で取引代金または権利行使により授受する金額の 4.4％（但し最低は 2,750 円）が必要となります。 

当社の概要 

商号等    永和証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第５号 

本店所在地  〒５４１－００４２ 大阪市中央区今橋１丁目７番２２号 

加入協会   日本証券業協会 

資本金    ５億円（２０１９年３月末現在） 

主な事業   金融商品取引業 

創立年月   昭和２４年４月 


